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人権教育を巡る新たな課題



「ビジネスと人権」指導原則に関する企業アンケート調査



「日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況のアンケート調査 」集計結果
（２０２１年１１月 経済産業省・外務省）

(注)人権デューディリジェンス…企業活動における人権への負の影響を調査・評価し、それを防止、停止、軽減させること。
（出典：https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2021/731690ffd3e4e382.html）



グループ A ：人権方針策定、人権デュー・ディリジェンス実施等の基礎項目を全て実施している企業103社
グループ B ：人権方針未策定、かつ、人権デュー・ディリジェンスを実施していない企業 160 社
※人権方針策定、人権デュー・ディリジェンス実施状況、外部ステークホルダー関与、組織体制、情報公開状況、救済・通報体制、研修実施状況、サステナブル調達基準
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